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目指してロンドンに設立いたしました欧州三井住友銀行が、16 年度上期に関係当局宛

にパリ支店の設置申請を行っております。今後は、欧州三井住友銀行パリ支店を開設、

これに伴い廃止となる三井住友銀行パリ支店の業務を引き継ぐ予定でございます。ＥＵ

の中核マーケットの一つであるフランスにおいて、業務運営主体を欧州三井住友銀行に

一元化することによって経営の効率化を図るとともに、従来以上の顧客対応力とサービ

ス提供体制を整えてまいります。 

    

((((2222) ) ) ) 経営合理化経営合理化経営合理化経営合理化のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況    （（（（図表図表図表図表 6666））））    

［［［［役職員数役職員数役職員数役職員数］］］］    

16 年 9月末の役員数は、17年 3月末計画を 3名下回る 25名(16 年 3月末比 1名増加)

となりました。 

従業員数は、16年 4 月に新卒者 887 名を採用したことから、16年 3月末比 83 名の増

加となりましたが、17年 3 月末につきましては、計画を達成する見込であります。 

[[[[国内店舗国内店舗国内店舗国内店舗・・・・海外拠点数海外拠点数海外拠点数海外拠点数]]]]    

16 年 9 月末の国内本支店数は、16 年度上期中に 6 ヶ店の店舗統合を行った一方、6

月に品川支店を開設したことから、16年 3月末比 5ヶ店減少の430ヶ店となりました。 

また、16 年 9 月末の海外支店数は、閉鎖予定であったロンドン支店について、取引

の移管手続きに時間を要していることから、17 年 3 月末計画を 1ヶ店上回る 20 ヶ店と

なっております。    

［［［［人件費人件費人件費人件費＋＋＋＋物件費物件費物件費物件費］］］］    

16 年 9 月期の人件費＋物件費合計につきましては、2,719 億円と前年同期比 78 億円

の削減を実現いたしました。 

人件費につきましては、従業員給与の 9年連続ベア凍結や人員の削減を引き続き進め

た結果、1,049 億円と前年同期比 99 億円の削減となりました。 

物件費につきましては、システムや設備のメンテナンス費用削減等諸費の見直しを引

き続き進めた一方、ミドル・スモール層向け貸金や住宅ローン業務への外部労働力の投

入等、今後の収益力強化を目的として戦略的な経費投入を行ったことから、1,670 億円
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と前年同期比 21 億円の増加となりました。    

    

((((3333) ) ) ) 不良債権処理不良債権処理不良債権処理不良債権処理のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況    

当行では、16 年度末の不良債権比率半減目標を達成するとともに、不良債権問題か

らの脱却を図り、財務体質を抜本的に強化すべく、不良債権のオフバランス化や企業再

生、事業再編に積極的に取組んでまいりました。 

14 年 12 月には、取引先企業の再生や事業再編に集中的に取組むため、既存の融資業

務関連各部を集約し、戦略金融部門を設立いたしました。また、同部門に上記各部を支

援するスタッフとして、企業再生に不可欠なノウハウや、会計・税務等の専門スキルを

有する人材を行内横断的に集めた戦略金融統括部を新設しました。 

この戦略金融部門を中心に産業再生機構や整理回収機構等の政府関係機関や外資系

金融機関、プロパティマネジメント会社等、外部専門家も活用しつつ企業再生や事業再

編に注力しております。具体的には、この約 2年間で日本リバイバルファンド、日本エ

ンデバーファンド、デイスターファンドと３つの企業再生ファンドを立ち上げた他、日

本エンデバーファンドに対する企業再生業務を担うＳＭＦＧ企業再生債権回収を 15 年

11 月に設立し、様々な手法を用いた企業再生に取組んでおります。 

今年度においては、バランスシートのクリーンアップの総仕上げとして、引き続き不

良債権問題の最終処理や企業再生に鋭意取組んでまいりました結果、16 年度上期は、

破綻懸念先以下の債権につきまして企業再建型処理や直接償却、回収等により 9,040

億円のオフバランス化を実施したほか、要管理債権につきましても16年 3月末比 4,677

億円の減少となったことから、16 年 9 月末の金融再生法に基づく不良債権残高は 2 兆

4,844 億円と 16 年 3月末対比 3,268 億円の削減を実現いたしました。 

この結果、不良債権比率は 16 年 3 月末の 5.0%から 16 年 9 月末には 4.4%と低下して

おり、金融再生プログラムで求められている 14 年 3 月末の 8.9％に対し、16 年度末に

半減とする目標を半年前倒しで達成いたしました。 

なお、経済合理性、経営責任の明確化、社会的影響を考慮した上で、4社で 458 億円


